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第４回 葛飾区学校適正規模等検討委員会 会議録 

 

開催日時 令和４年 10月 21 日 金曜日 午前 10 時～正午 

場  所 葛飾区男女平等推進センター 洋室Ｄ 

出 席 者 委 員 長 天笠  茂 

     副委員長 加藤 崇英 

     委  員 伊藤  進 

     委  員 新井 幸雄 

 

１ 開会 

 

２ 議事 

(１)学校の適正規模について 

【委員長】 

 議事の（１）学校の適正規模について、事務局より説明をお願いいたします。 

【事務局】 

 これまで第１回から第３回までの検討委員会の中で皆様からいただいたご意見を基に、今

回、葛飾区学校適正規模等に関する方針（案）を取りまとめました。以前、第２回のときに

「第１章 方針の策定について」、また、「第２章 小・中学校を取り巻く状況」について説

明し、了承をいただいているところでございます。本日は、前回皆様からご意見をいただい

た第３章、第４章を中心に説明してまいります。 

 それでは、資料「葛飾区学校適正規模等に関する方針（案）」の「第３章 葛飾区における

学校適正規模の考え方」についてご説明いたします。 

【委員長】 

 恐れ入りますが、確認のために第１章、第２章について説明をお願いしたいと思います。

簡単で結構ですので、要点をお願いいたします。 

【事務局】 

 わかりました。まず、「第１章 方針の策定について」につきましては、本委員会で検討し

ていただいている方針の位置付け、葛飾区の各種計画や法令に則って方針を整えていくこと、

また、本区における将来人口推計では、2060 年までに年少人口が約 18％減少する見込みであ

ることを記載しています。 

「第２章 小・中学校を取り巻く状況」におきまして、現時点の学校数は小学校 49校、中

学校 24 校ございますが、児童・生徒数について 1977 年のピーク時と比較すると、約半数に

減少しており、少子化の傾向が進んでいるという状況を記載しています。そうした中、教育

環境の変化として、小学校における 35 人学級の実施や高学年での教科担任制の導入、また、

中学校でも部活動指導の地域移行が始まっていくといった様々な制度改正がございます。こ

うした制度改正にも対応できるよう、学校の適正規模を維持するための取組を検討していく

必要があります。一方、新小岩や立石、金町地域で再開発が予定されています。こうした地

域の街づくりの状況も注視していく必要があるという視点で、第１章、第２章をまとめさせ

ていただいたところでございます。 

 簡単ですが、説明は以上でございます。 

【委員長】 

 第１章、第２章につきましては、先程のご説明にもありましたように、これまでの３回の

委員会でご確認いただいたことやご意見いただいたことをまとめていただきました。それに

つきまして、ご意見があればお願いできればと思います。 

例えば 12ページに葛飾区立小・中学校の配置図が示されており、この図はまさに現在の葛

飾区の現状を表していると思います。もし可能でしたら、10年後の地図を作成し、見開きで

右と左で対照できるようにしていただくと、将来的にこういう状況になっていくということ

が見える化されるのではないでしょうか。適正配置を考えなければならない根拠の一つを、
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将来の配置図で示していただくことをお願いできればと思います。全体的には学級数が縮小

していくという傾向にありますが、葛飾区の場合は、地域の開発との関わりの中で事柄を考

えていくことが必要であり、一部の地域においては児童・生徒数が増えたりすることを 10年

先の葛飾区の全体の姿としてお示しいただくため、図を加えていただくことをご検討いただ

ければと思います。 

【事務局】 

 わかりました。 

【委員長】 

 ほかにご意見等ございますでしょうか。また後程でも結構ですので、お願いできればと思

います。第１章、第２章については一区切りとさせていただいて、第３章のご説明をお願い

できればと思います。 

【事務局】 

 それでは、資料の 19 ページをご覧いただければと思います。「１ 小規模化による課題」

の「（１）学級編成」でございます。学級数や児童・生徒数が少ないと、児童・生徒を多様な

意見や価値観に触れる機会や、新たな人間関係を構築する力を身に付ける機会が減少し、社

会性やコミュニケーション能力が身に付きにくくなることが懸念されます。また、人間関係

が固定化することにより、児童・生徒が息苦しさを感じ、いきいきと学校生活を送れなくな

る場合があること。また、学校生活において、児童・生徒の人間関係の課題が表面化するこ

とがあり、クラス替えを行うことにより、子どもたちの安心感に繋がっていること。また、

単学級において児童・生徒の人間関係に課題がある場合、状況が改善しにくく、クラス全体

が大きな影響を受ける可能性があるといったことが考えられます。 

 「（２）教育活動」では、運動会などの全体行事において、児童・生徒同士が競い合い、切

磋琢磨する場面が減少することにより、十分な教育効果が得られない可能性があること。学

級の人数が少ないと体育や音楽など集団学習の実施に制約が生じる可能性があること。ティ

ーム・ティーチング、習熟度別指導、専科指導などの指導方法をとることが難しく、多様な

教育を受ける機会が減少する可能性があること。班活動やグループ分けに制約が生じ、協働

的な学びの実現が困難となること。新たな人間関係を構築する力が身に付きにくく、特に進

学などの大きな環境変化に直面した際に、大きな集団への適応に困難を来すことなどが懸念

されているところでございます。 

 「（３）教職員配置」におきましては、１学年に複数の担任がいれば、経験年数、専門性等

バランスの取れた教職員の配置が可能となり、お互いに相談し、力量のある教職員がリード

することにより、教職員の指導技術をより充実することができること。単学級では担任の判

断で学年経営を行うことになり、担任の力量に左右されるため、経験の浅い教職員は厳しい

立場に置かれてしまうこと。また、図 13「教職員配置例」にお示ししているとおり、学級数

を確保することによって、充実した教職員の配置を行うことが可能となるものでございます。 

 21 ページをご覧ください。一方、大規模化による課題につきましては、「（１）教育活動」

として、同学年でもお互いの顔や名前を知らないなど、学年としてのまとまりが希薄化する

場合があること。また、教員集団として児童・生徒一人一人の個性や行動の把握、きめ細か

な指導が困難となり問題行動が発生しやすい場合があること。さらに、数学、英語の少人数

授業を実施するための教室が足りなくなる場合や、全校児童・生徒が体育館に入り切れなく

なり、全校集会や学校行事などにおける一体的な集団活動の効果が低下する場合などが懸念

されているところでございます。 

 「（２）学校運営」につきましては、１学年当たりの担任が多過ぎると、学年会議など教職

員が十分な共通理解を図るために多くの時間を要するなど、組織運営の負担が大きくなるこ

と。また、修学旅行や遠足の際、人数制限により施設の利用や児童・生徒の体験が限定され、

教育活動の展開に支障が生じる場合があること。さらに、敷地が狭い学校は校舎の増築が困

難であり、更なる児童・生徒数の増加に対応できない場合があることが懸念されているとこ

でございます。 

 こうした状況の中、「３ 学校の適正規模」につきましては、次代を担う子どもたちが心豊
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かにたくましく成長できる教育環境の充実を第一に考え、学校の適正規模を検討する必要が

あります。全ての児童・生徒がいきいきと学校生活を送り、集団の中で多様な考えに触れ、

認め合い、協力し合い、切磋琢磨することで、思考力や表現力、判断力、問題解決能力などを

育み、社会性や規範意識を身に付けることができる教育環境を維持するためには、各学年に

複数の学級を確保することが重要です。一定の学級数を確保することにより、経験年数や専

門性等のバランスの取れた教職員配置を行い、学校全体の組織的な対応や児童・生徒の多面

的な評価が可能となります。 

 また、同じ学級数でも、児童・生徒数の最小人数と最大人数では学校規模が大幅に異なり、

最小人数に近い児童・生徒数では年によって学級数の増減が生じる可能性もあることから、

学級数のみならず児童・生徒数の観点からも適正規模を定めておく必要があります。 

 将来にわたり安定的に学校運営を行うことができるよう、小・中学校における学級数、児

童・生徒数の適正規模を以下のとおりといたします。 

 まず、「（１）小学校」でございますが、学級数は 12 学級以上 18 学級以下を適正規模とい

たします。ただし、今後、少子化が進む中、12学級であっても年度により単学級が生じる可

能性があることから、18 学級、各学年３学級を望ましい規模といたします。児童数につきま

しては、12 学級と 18 学級における最小児童数と最大児童数の平均である 318 人から 528 人

の範囲を適正規模といたします。 

 また、「（２）中学校」でございますが、こちらも同様に、学級数は 12 学級以上 18 学級以

下を適正規模といたします。ただし、各学年に複数の学級を確保する観点や、人口減少の中

にあっても地域にバランス良く学校を配置するため、９学級以上 11 学級以下についても許容

範囲といたします。生徒数につきましては、12 学級と 18 学級における最小生徒数と最大生

徒数の平均である 403 人から 633 人の範囲を適正規模といたします。 

 23 ページをご覧ください。「（３）その他の留意事項」でございますが、児童・生徒数の将

来推計を継続していかなければ、適正規模から次第にかけ離れていくことが懸念されます。

例えば、現在２学級の学年であっても児童・生徒数が平均を下回っている場合、転出等によ

り年度によって単学級になる可能性もあり、学年ごとの児童・生徒数を注視していくことも

重要です。児童・生徒数の増減により、教育環境の悪化や課題の顕在化が不可避であると見

込まれる場合には、時間的な余裕を持って検討を始めることが有用と考えられることから、

適正規模の確保に向けた検討を開始するための要検討基準を設定いたします。 

 24 ページの図 16「要検討基準と対応策」の中段に記載の平均児童・生徒数の考え方をご覧

ください。学年により学級数が異なることから、各学年の学級数から平均児童数を集計し、

学校全体の平均児童数を算出いたします。例えば例示に記載のとおり、○○小学校において

は１年生が１学級、２年生が２学級と続きまして、合計で 14 学級ある学校だとします。この

学級数を左表の１学年当たり平均児童数に当てはめますと、平均児童数は１年生で 20 人、２

年生で 53人となり、各学年の合計で学校全体の規模は 390 人となります。平均児童数と実際

の児童数を比較していくことにより、小規模化の傾向がある学校、また、大規模化の傾向が

ある学校を把握してまいります。こうした考え方を前提といたしまして、小・中学校の学級

数に応じて検討基準を定めております。 

 上段の表をご覧ください。小学校につきましては、６学級以下の場合で、先程ご説明した

平均児童数 120 人未満の場合、早急に適正規模に向けての取組に着手いたします。同様に、

６学級以下の場合で、平均児童数が 120 人以上であり、かつ児童数の増加が見込まれない場

合についても適正規模に向けての取組に着手いたします。また、７学級から 11 学級の場合で

ございますが、単学級が１年生を含めて複数年連続している場合は、適正規模に向けての取

組を検討いたします。同様に、７学級から 11 学級の場合で２学級の学年で平均児童数を下回

る場合につきましては、児童数の推移を注視し、適正規模に向けての取組を検討いたします。

また、12学級から 18 学級の場合は適正規模の範囲ではありますが、先程申し上げたとおり、

２学級の学年においては単学級が生じる可能性もあることから、平均児童数を下回る場合、

児童数の推移を注意していくことが大事だと考えております。一方で、19 学級以上の場合に

つきましては、平均児童数を上回り、かつ、現学校敷地での対応が困難な場合、適正規模に



- 4 - 

向けての取組を検討いたします。 

 中学校につきましては、８学級以下の場合で平均生徒数を下回り、かつ、単学級が生じる

可能性がある場合、適正規模に向けての取組に着手いたします。また、９学級から 11 学級の

場合で、平均児童数を下回る場合につきましては、適正規模に向けての取組を検討いたしま

す。また、生徒数の減少が見込まれる場合については、生徒数の推移を注視してまいります。

一方、19 学級以上の場合で平均生徒数を上回り、かつ、現学校敷地での対応が困難な場合、

適正規模に向けての取組を検討するものでございます。 

 私からの説明は以上でございます。 

【委員長】 

 まず、議事の進行について確認させていただきたいと思います。次第の議事では、「（１）

学校の適正規模について」、「（２）学校の適正配置について」ということですが、今は実質的

に「（２）学校の適正配置について」を扱っていますので、議事の（１）と（２）を併せて今

進めているとご理解いただければと思います。委員の方で、議事（２）についてご発言を予

定していたという方が、もしいらっしゃいましたらご発言いただいても構いません。19 ペー

ジから 24ページの記載について、また、今ご説明いただいたことについて、加筆修正を含め

てご意見をお願いいたします。 

 19 ページから 20 ページに小規模化に関わる課題について記していますが、まず、「（１）学

級編成」のアにありますように、社会性やコミュニケーション能力が身に付きにくくなると

いうこと。イについては、人間関係の硬直化。そして、ウについては、単学級等々でクラス替

えができないということ。エについては、小規模化することによって課題が顕在化するとい

う論理構成でア、イ、ウ、エと並んでおります。 

 続いて、「（２）教育活動」では、アについては、子どもたちが切磋琢磨する機会や場面が少

なくなるということ。イについては、授業において例えば、体育等々で集団競技の人数の確

保が難しくなる場合が出てくるということ。ウについては、多様な教育の機会を受ける機会

が減少するということ。エについては、子どもたちが共に学ぶ機会が減少するということ。

オについては、小規模な学校で成長を重ねた子どもたちが進学したときに、不適応等々の心

配がより高まってくること。こういう形で、小規模化の課題認識を記しています。 

もう一つ、学校の規模が小さくなるということは、子どもたちの数だけではなく、規定上

先生方の数も減少せざるを得ないということも含めて「（３）教職員配置」に記されています。

アについては、様々な教職員を抱えることにより多様な教育環境が維持できることに対して、

教師の数が減ることで、力量のある教師による指導の機会が減少せざるを得ないということ。

イについては、教職員が互いに連携して学年を支えていくということが困難になるというこ

と。ウについては、規定上、小学校では 17 学級あることで、教職員の追加配置が可能になる

こと。エとオについては、中学校でも同様の規定が示されています。教職員の増減が学級数

で決まってくるということで、学校の立場からすると、学級数が大きな関心事にならざるを

得ない。学級数の減少が、教職員スタッフの弱体化や減少につながっていくという課題が抽

出されています。19 ページから 20 ページについて、それぞれ委員の方からご意見をいただ

ければと思いますがいかがでしょうか。 

【委員】 

 それでは、小学校の立場からということでお話しさせていただきます。小学校は６年間と

いう長い期間、学校の中にいますので、全学年１学級だとやはり人間関係も硬直化しますし、

３年生、４年生位から視野も広まってきて、逆に色々なトラブルが起きるようになってきま

す。それが人間関係をつくる勉強になったりもするのですが、クラス替えをすることが環境

を変えるというとても良い効果がありますので、やはり２学級、３学級は必要だと思います。 

 教育活動についても、特に運動面は人数が少ないと球技ができなかったり、リレーをする

にしても人数が必要だったりしますので、ある程度の人数が必要だと思います。 

 教職員配置についても、17 学級以上だと専科が１人増えるということもあるのですが、教

員が沢山いることで色々な刺激や可能性があり、多様な専門性を持った教員がいることが学

校にとって有益と思いますので、まさに資料に示されているとおりだと感じます。 
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【委員】 

 「（１）学級編成」のエについて、「単学級においては状況が改善しにくく、問題行動が拡大

した場合、クラス全体が大きく影響を受ける可能性があります。」と問題提起で終わっていま

すが、影響を受ける可能性があるから何々、と書かなければいけないと感じました。 

【委員長】 

 今のご意見を引き受けていただいて、加筆修正をお願いできればと思います。ほかにいか

がですか。 

【委員】 

 今までの会議の意見が集約され、文章も整理されていて分かりやすいと思いました。 

【委員長】 

 では、21 ページの「大規模化による課題」について確認していきたいと思います。「（１）

教育活動」では、アについては、人間関係の希薄化。イについては、きめ細かな指導が難しく

なるのではないかということ。ウについては、施設が対応し切れなくなるのではないかとい

うこと。エについては、例えば体育館に入り切れなくなることや校庭のスペース等が足りな

くなることで、学校行事や学校集会における集団としての教育効果が達成し切れないという

懸念が挙げられています。 

 「（２）学校運営」では、アについては、担任のまとまりが乏しくなり、共通理解が十分に

できないということ。イについては、修学旅行や遠足を含めて、学校の外へ出たときの活動

に阻害を来すということ。ウについては、敷地が狭い学校は校舎の増築が困難であって、児

童の増加に対応できないこと。大規模化の方では比較的、校舎の問題が多く登場しますが、

これらの記載についてはいかがでしょうか。 

【委員】 

 これまでの話し合いで語られてきたことがよくまとめられているので、文章としてはこれ

で良いと思います。実感としても、確かにこのとおりであると思います。 

【委員】 

 大規模校の場合には、運動会などの行事で参加する種目が少なくなり、見学する時間が長

くなると思いました。概ね４種目ぐらい参加しますが、大規模になると２種目が精一杯で、

競技時間が限られると感じました。 

【委員長】 

 ありがとうございます。葛飾区の学校で、例えば学芸会や文化祭などで子どもたちが施設

に収容し切れないという学校は存在していますか。あるいは、全学年を集めて学校行事をす

るのは難しいから、例えば１、３、５や、２、４、６という学年の区分で分けて実施している

学校はありますか。 

【委員】 

 ここ３年間、新型コロナウイルス感染症の影響があり、そもそも全校集められない状況で

す。本校の児童数は、600 人から 700 人ですが、体育館のスペースに全員集めるのは厳しいと

思います。 

 行事についてもコロナ対策で、ここ何年かは運動会を体育学習発表会のような形で１学年

ごとに行っています。そうすると、時間も短くなるのですが、保護者も余裕を持って見るこ

とができます。以前、全校で行ったときは、保護者も含めると 2,000 人から 3,000 人位がお

り、ゆったり見られないというのがあったので、逆にコロナ禍でうまく動いている状況があ

ります。やはり大人数がいすぎると、困ることがたくさん出てくると思います。 

【委員】 

 卒業式のときに、保護者が多数来校することもあり、全校生徒が入り切れなくなったこと

があります。 

【委員長】 

 そういう意味では、施設のキャパシティー、受入人数の関係上、教育活動や目的が十分に

達成し切れないことが施設的な制約で起こり得るということを含めて、加筆修正をお願いで

きればと思います。 
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【事務局】 

はい。わかりました。 

【委員長】 

 ここまでの 19 ページから 21 ページのところまでについて、お気づきの点等々がありまし

たらお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

【委員】 

 21 ページの「２ 大規模化による課題」、「（１）教育活動」のエのところに活動スペースが

足りないという記載があり、集団活動の効果の面もあると思いますが、子どもがけがしない、

ぶつかり合わないなど、安全確保の面を入れていただいたら良いと思います。 

 また、施設については、大規模化すると理科室や家庭科室などの特別教室が取り合いにな

り、例えば理科であれば実験をしないで済ませてしまう、普通教室で教師が教卓のところで

少し実験をして、それを見て終わりなど、活動をしないで普通の授業で済ませてしまうとい

うということも起こってしまう。つまり、スペースが足りないという点では、安全確保の面、

それから教育効果の面で特別教室の不足を可能でしたら入れていただければ幸いです。 

【委員長】 

 私から、大規模化による課題の教育活動について、１点申し上げます。例えば令和の日本

型学校教育など、今、新しい教育方法や考え方について色々と言われています。それらを意

識すると、これまでの 35 人学級や、12～18 学級という基準自体を見直さなければいけない、

考え方を変えていかなくてはいけないということが事柄として進行中であり、それが次第に

葛飾区の学校教育にも及んでくるということが考えられます。具体的に申し上げますと、個

別最適化の点からすると、従来の規模や基準などについて、大きく発想を変えていかなくて

はいけないということが迫っているのではないかと思います。本委員会としては、このこと

をすぐに対応するには早急だと思いますが、昨今提起されている教育方法の見直しや教育の

指標などを考えていく場合に、規模の在り方自体の発想を転換せざるを得ないようなことが

今後訪れる可能性があります。とりわけ、大規模校はそのような事柄に柔軟に対応し切れな

い、硬直化した状態になっているという懸念があります。新しい教育方法や考え方に柔軟に

対応できないということも、課題の一つとしてここに記しておくと良いと思いますので、ご

検討いただければと思います。 

【事務局】 

 ありがとうございます。 

【委員長】 

 もう一点、21ページの学年会議という言い方はよくされるのですか。 

【委員】 

 学年会と言うことが多いです。 

【委員長】 

 学年会議という文言は、学年会で良いのではないでしょうか。学校で使われている言葉を

記すのが良いと思います。 

 それから、21 ページの中段「３ 学校の適正規模」のポイントになるのは、24 ページの図

16 です。図 16と文章の関係を解説していただけますか。 

【事務局】 

 22 ページに小学校、中学校それぞれの適正規模を記しており、23ページにその他の留意事

項といたしまして、適正規模を維持していくためには、今後きちんと将来推計や学級数、児

童・生徒数の推移を注視していくことが重要であり、そのために要検討基準を設定するとい

うことで図 16「要検討基準と対応策」を設けています。 

【委員長】 

 わかりました。そういう意味でいうと、21 から 23 ページの説明をまとめたものが図 16 と

理解すればよろしいですね。 

【事務局】 

 そうです。 



- 7 - 

【委員長】 

 この方針をお読みになる区民の方は、議論の経過をおわかりいただけない訳で、文章と図

で理解するというところから始まりますので、率直に申し上げますと、少し記述が足りない

のではないかと思います。議論のプロセスがわかっている人間にとっては理解できますが、

どのように整理すると図 16 になるという説明を一つの区切りとしても良いのではないかと

思います。 

 その次に、24 ページの「平均児童・生徒数の考え方」としてシミュレーションしています

が、この考え方はどこに出ているのですか。平均児童・生徒数についての文章上の説明は、

24 ページ中段の部分がその文章ということですか。 

【事務局】 

 最小と最大、平均と記載しておりますが、説明等が少し不足しているように感じます。 

【委員長】 

 先程、口頭でご説明いただいた内容を文章化することが一つの検討事項としてあるように

思いました。24ページ下段の説明の文章化ということもご検討いただけると良いと思います

が、いかがでしょうか。 

【委員】 

 説明を受けるとよくわかるのですが、今のままではわかりにくい部分があります。この考

え方を載せるのは、とても大切なことだと思います。 

【委員】 

 委員長が仰るとおり、これだけだとわかりにくいと思います。 

【委員長】 

 事務局の説明を文章化し、書き加えていただくことが必要ではないかということですが、

いかがでしょうか。 

【事務局】 

 はい、検討してまいります。 

【委員長】 

 少し戻りますが、22ページの小学校と中学校の適正規模について、基本的に学校規模のこ

とを言っている訳ですが、学校規模や学級規模、学校の適正規模、適正な学校規模など、文

言を一つ一つチェックしていただければと思います。適正規模という言い方で通してもいい

部分と、学校の適正規模、と学校を入れた方が良い場合を後程、吟味していただければと思

います。 

【事務局】 

 はい、わかりました。 

【委員長】 

 23 ページの「（３）その他の留意事項」を書かれた意図ですが、どのような心配をされて留

意事項をここに記されたのでしょうか。 

【事務局】 

 小学校、中学校の適正規模を決めただけではなく、今後、将来推計を含め、児童・生徒数を

把握していかなければならないということです。２学級×６学年で 12 学級とすると、学級数

だけを見ていたら各学年の児童数が減少しており、数年後には単学級が生じてしまうも想定

されることから、学級数に加えて児童・生徒数の規模も見ていかなければならないというこ

とで、記載したものでございます。 

【委員長】 

 次の24ページの図16にありますように、小規模化が心配される状況のときの指標として、

平均児童数が 120 人未満と記されています。また先程の話に戻りますが、平均児童・生徒数

も大切な指標の一つになると思いますので、そういう意味においても 24ページの考え方をわ

かりやすく文章化していただきたいと思います。 

【事務局】 

 はい、了解しました。 
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（２）学校の適正配置について 

【委員長】 

 25 ページからが「４ 学校の適正配置」ということですが、「（１）配置状況」に通学距離

の現状などが記されています。「（２）学校基本数」について、ここで学校の基本数が出てく

るというのは、どういうことなのですか。 

【事務局】 

 今の葛飾区の現状をお示ししたいと思ったところでございます。あくまで参考指標ではあ

りますが、学校基本数として、現状の児童・生徒数を、適正規模の平均人数で割り返した学

校数はこれ位の数になるということを改めてここでお示ししたというところです。 

【委員長】 

 そうだとしたら、現状の方にこのデータがあるべきではないでしょうか。ただ、現状を記

すだとでは、何か足りないかもしれません。例えば今後、通学距離等々も見直していく必要

があるのではないか、適宜状況に応じて対応させていく必要があるのではないかという話が

あるということで現状を記すのは良いと思いますが、葛飾区の場合は、通学距離は大きな課

題ではないと思います。この 25 ページ、26 ページについて、事務局はどのようにお考えにな

って、ここにお示しされたのでしょうか。 

【事務局】 

 先程、適正規模の学級数について、例えば小学校では 18学級を目指すべきということをご

説明させていただきました。実際に小学校が全て 18 学級になったとすると、児童数で割り返

すと、学校数自体は 38.3 校になります。現在、区内に小学校が 49 校あり、当然地域によっ

て学校の児童数も異なりますが、もし 18 学級を目指すということであれば、49 校は多いと

いうことになりますので、適正配置を考えていかなければいけないということを視点として、

図を入れています。 

【委員長】 

 学校の適正規模を維持、実現していこうとすると、通学距離や学校配置についても位置付

け、検討事項として捉えていく必要があるのだとすると、通学区域の考え方もテーマになる

のではなでしょうか。適正配置を提起されるということは、通学区域のあり方とセットにな

った考え方になると思いますが、その点からすると言及が足りないのかもしれません。通学

区域の話はこの先の話になると思いますので、一旦 28 ページまでのところまで、委員の方か

らそれぞれご意見をいただき、次の議題に進めていきたいと思います。 

 それぞれお気づきのあった点について、ご意見をお願いできればと思いますが、いかがで

しょうか。 

【委員】 

 23 ページの「（３）その他の留意事項」の２行目、「しかしながら、児童・生徒数の将来推

計を継続していかなければ、適正規模から次第にかけ離れていくことが懸念されます。」とい

う文章は、もう少し整理した方が良いと思います。 

【委員】 

 確かに私たちは何回もこの話を聞いているし、資料も見ているからわかりますが、初めて

見た人にとっては、わかりづらいところもあると思いました。25 ページ、26 ページも意味と

してはわかりますが、何を意図するのかということを書いておくと、わかりやすいと思いま

す。 

【委員】 

26 ページに関するご意見が既に出ていたので、付け加える形で思ったことを申し上げさせ

ていただきます。まず、最初の入り口として区民の方々は、学級が何人以上になると増える、

何人以下になると減るということが、わからないかもしれないということがあります。 

それから、統計的には、最小値と最大値の真ん中は、中央値という言葉を使います。統計

的な言葉では少し違うので、平均というのはこういうことを意味する、と書いていただいた

方が良いと思います。 
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 そして、例えば 24 ページに、小学校の２学級に、平均 53 人という記載があります。これ

は、26人で１クラス、27 人で１クラスのようになります。児童・生徒数の推移を注視すると

いうことについて、２クラスとも 18 人を下回ると 35 人になるので、２学級が１学級になる

ことが心配ということではなくて、26 人や 27 人のところでもう心配しなくてはいけないと

いう指標になっています。私自身はよくできている考え方だと思いますが、読む方がわかる

ように説明することが難しいかもしれませんので、意図や感覚をうまく説明されると児童・

生徒数を注視していかなくてはいけないということがわかりやすくなると思います。特に、

小学校では２学級が１学級になるところが一つのラインなので、具体的な形で説明されるの

も一つの方法ではないかと思います。 

 他のところは委員の皆様の仰ったとおり、私も同意見です。 

【委員長】 

 ありがとうございました。 

  

（３）学校適正規模を維持していくための取組について 

【委員長】 

 それでは、議事（３）学校適正規模を維持していくための取組について、資料の 29 ページ

からご説明をお願いいたします。 

【事務局】 

 それでは、「第４章 学校適正規模を維持していくための取組」について、ご説明いたしま

す。29 ページ「１ 今後の取組」でございますが、各学校の適正規模を維持していくために

は、街づくりの動向を注視し、児童・生徒数の推計を継続的に行いながら、要検討基準に沿

って検討していくことが重要であり、将来的に学校の小規模化が見込まれる場合や、再開発

などにより学校の大規模化が見込まれる場合は、次のとおり対応していく必要があります。 

 まず、「（１）小規模校」の「ア 学校統合」でございます。学校統合に当たっては、児童・

生徒の教育環境の充実のため、保護者や地域住民等と学校関係者と教育上の課題や街づくり

を含めた将来ビジョンを共有し、十分な理解と協力を得ながら進めていく必要があります。

また、学校改築の時期に合わせて適正規模を実現し、教育環境の充実を図ることが望ましい

と考えられます。中学校においては、隣接校と一定の距離があることから、例えば小学校の

統合により生じる学校跡地を活用して統合後の中学校を改築することなどにより、学校統合

を検討していく必要があります。学校統合を実施するに当たっては、児童・生徒が環境の変

化に対応できるよう、統合前に児童・生徒同士が交流を行う、学習や生活に関するルール、

指導方針等を学校間で調整することも重要です。 

 また、「イ 通学区域の見直し」におきましては、例えば小規模化に対応するために通学区

域を変更する際には、隣接校で児童・生徒数が適正規模を上回るなどの状況にあり、かつ、

両校が統合した場合の学校が適正規模を大きく上回ってしまう場合などに検討を行うことと

いたします。 

 「（２）大規模校」における取組としましては、「ア 通学区域の見直し」でございます。再

開発など街づくりの進展により人口の増加が見込まれる地域は、通学区域の境界が再開発エ

リアに近接している場合は、通学区域を変更することで対応いたします。 

 また、「イ 校舎の増築」でございますが、児童・生徒の増加が見込まれ、通学区域の変更

だけでは対応できない場合については、改築のタイミングにあわせて既存校舎よりも教室数

の多い校舎を整備することや、敷地内に仮設校舎を設置するといった対応を検討してまいり

ます。 

 「２ 取組に当たっての留意点」としまして、「（１）地域とともにある学校づくり」につい

てです。地域コミュニティの核となる小・中学校の統合は、関係者の理解と協力を得て行わ

なければなりません。そのため、保護者や地域住民と危機意識や課題認識、将来ビジョンを

共有して、保護者や地域住民が新しい学校に何を望むのか、十分な対話を経て新しい学校の

教育目標やカリキュラム編成の基本方針づくりを行うなど、地域と学校が両輪となって学校

づくりのプロセスに取り組むことが必要と考えています。また、学校統合を地域の街づくり
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の契機と捉え、旧学校の活用については地域の課題を踏まえて必要な施設整備を行うことや、

学校の第二校庭として運動会などの学校活動や地域のイベント、地域移行が今後進んでいく

部活動の拠点として活用することも考えられます。これらの検討を行うために、可能な限り

保護者や地域住民の意向が反映できるよう工夫を講じることが望ましいと考えています。 

 「（２）通学路の安全確保」におきましては、学校統合や通学区域の見直しに伴い、児童・

生徒の通学路の変更が見込まれることから、安全点検を実施し、要注意箇所の把握、周知を

徹底するとともに、児童・生徒の登下校について見守り体制を確保するなど、交通事故や不

審者による犯罪防止の取組を行っていく必要があります。 

 「（３）通学距離」でございますが、国は通学距離について、小学校で概ね４㎞以内、中学

校で概ね６㎞以内としていますが、それ以外の具体的な基準はございません。現在、葛飾区

では小・中学校ともに自転車通学を認めておりませんが、適正配置を検討する場合には、現

状の通学距離を考慮しながら、児童・生徒にとって通学が過度な負担とならないように留意

する必要があります。 

 私からの説明は以上でございます。 

【委員長】 

 ありがとうございました。29 ページから 31 ページまで、一緒に見ていただければと思い

ます。まず、小規模校について、学校統合に関する記述があります。そのポイントは、保護者

や地域住民等の学校関係者と協議しながら進めていく必要があるということ。適正規模のこ

とを考えていくに当たって、学校の改築や長寿命化のような施設の問題と連動させていくこ

とが必要ということ。それから、「イ 通学区域の見直し」についても、ご覧のとおりとなっ

ております。 

 大規模校についてですが、通学区域の見直しと校舎の増築ということで、小規模校と大規

模校ともに、通学区域と学校施設の改築が検討手法として大きな位置を占めています。それ

を踏まえた上で、改めて留意点として、地域とともにある学校づくりとして、保護者や地域

の方々との学校づくりのプロセスが記されています。 

 31 ページに通学路と通学距離の記載がありますが、ここまでについてご意見やお気づきの

点等ございましたらお願いできればと思います。 

 25 ページ、26 ページに適正配置や学校基本数が出てくるのは、29 ページ以降の布石のた

めですが、うまくつながっているかどうか、照らし合わせていただければと思います。 

 質問ですが、葛飾区ではコミュニティ・スクールはどのような状況ですか。 

【事務局】 

 コミュニティ・スクール自体は現在、導入していません。本区には学校評議員という同様

の制度があり、学校評議員制度で運用している状況です。 

【委員長】 

 葛飾区の検討スケジュールに、コミュニティ・スクールは位置付けていないという状況と

理解してよろしいですか。 

【事務局】 

 具体的な導入のスケジュールは、現時点ではございません。 

【委員長】 

 地域とともに学校の教育目標やカリキュラム編成の基本方針づくりを行うということはコ

ミュニティ・スクールそのものですが、少なくとも、ここに記載されているプロセスをたど

ることが学校の統合においても大切であるということを、本委員会として記させていただき

たいと思いますので、それをどう引き受けていただけるかは、また区の立場で検討していた

だければと思います。 

委員の皆様からお気づきの点やご意見をお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

【委員】 

 国の通学距離の基準ですが、４㎞だと１時間はかかるので、現実的ではないと思います。

自転車通学という方法もありますが、区内だと危ないので実際には難しいと感じました。 

 校舎の増改築や学校統合は、長期的な視野や学校だけでは決められないところもあり、難
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しい問題ですが必要なことですので、記載されているとおりの考え方で良いと思います。 

【委員】 

 29 ページの「１ 今後の取組」２行目に、要検討基準とありますが、括弧して図 16 など入

れても良いのではないでしょうか。また、一時的な増減ではなく、将来的な推計を基に検討

する必要があるということをどこかに入れていただければと思います。それから、通学距離

について、東京都の基準はないのですか。 

【事務局】 

 資料を調べている限りでは、他の規定など把握しておりません。31 ページに小学校４㎞、

中学校６㎞と記載していますが、それ以内であれば良いとは考えておらず、あくまでも児童・

生徒にとって負担とならないように、現状から過度に通学距離が延びることは大きな負担増

になると思いますので、そうしたことはなるべくないような形で検討すべきものと考えてお

ります。 

【委員】 

 国の基準は日本全体なので、何かほかに基準が書いてあっても良いと思いました。 

【委員長】 

 私の伝え聞いた話ですと、通学距離が 30 ㎞という地域もあります。ちなみに、葛飾区の場

合は南北何㎞位、東西何㎞位なのでしょうか。 

【事務局】 

 東西南北で測ったことがなく、申し訳ありませんが、区の面積が 40 ㎢弱ですので７㎞× 

６㎞位だと推測します。 

【委員長】 

 かつて団地が造られた時代に、東京都だけではなく、団地に学校も併設するという条件で

建設が進んだという事例がありましたが、民間の高層マンションでもそのような話はありま

すでしょうか。 

【事務局】 

 区内で大規模な開発があるときに、民間の学校を活用するケースは把握しておりません。 

公立の小・中学校で対応していくということを前提で考えているところです。 

【委員長】 

 例えば、横浜市では学校を設置する期間を設定して、学校がクローズドする時期をあらか

じめ決めて学校を建てるという取組をしています。高層マンションでは子どもが一時的に急

激に増えて、そして減っていくということが想定されることから、その間、高層マンション

のスペースで学校をという見通しの下に建てるような、葛飾なりの視点やアイデアについて

は何か提案はないのでしょうか。 

【事務局】 

 現在、本区には小学校が 49 校あり、先程も申し上げたとおり、児童数が増えてきている学

校もあれば、一方で児童数が減少してきている学校もあります。そうした中で、再開発によ

って大きなマンションができるときには、規模が小さくなっている学校については、通学区

域の見直しをセットで行っていくという形で対応していく。先程、18 学級をベースとしたと

きには、49 校は少し多いのではないかという話をさせていただきましたが、一方では多いこ

とによって、まだ対応できる余地も含んでいると考えているところです。大規模マンション

ができたときの時限的な学校については、そういう考え方もあるということを改めて知った

ところでございます。 

【委員長】 

 29 ページから 30 ページに出ている案の一つとして、通学区域の見直しがあります。委員

の方にご質問させていただきたいのですが、通学区域の変更は現実的なのでしょうか。私の

知る限りですと、こういう話が持ち上がってくると、地域の方の思いもあり、結構難航する

ようですが、いかがでしょうか。 

【委員】 

 確かに難航はすると思いますが、猶予期間を設けて、何年間かどちらの通学区域でもいい
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というようにすると思います。統合のときもそうですが、最初は難航しますが、最終的には

子どもたちのこと考えてということで納得していただいたので、早い段階から説明していけ

ば可能だと思います。 

【事務局】 

 通学区域の見直しも学校の統合と同じ位、保護者や地域の皆様に負担を掛けると思います

し、簡単な話ではないと思っています。安易に通学区域を変更するよりは、できる限り現状

をしのぎつつ計画的に進めていくことが大事だと考えております。 

【委員長】 

 30 ページには「小規模校を解消し、学校規模を平準化する契機と捉え、通学区域を変更す

ることで対応します。」とありますが、そこまでは言い切れないということですね。 

 それから、行政が保護者や地域の方に丁寧に説明することは必要ですが、ただ説明をする

だけではなく、取組におけるプロセスが重要ではないかということです。一緒に検討してい

く、一緒に考えていくという合意形成においては、丁寧に説明していただくことは不可欠の

要素であることは間違いありませんが、どういうプロセスで進めていくのかという点からす

ると、十分な対話や方針づくり、地域と学校が両輪となってという文章が記されていること

は大切だと思います。このテーマが現実になったとき、どういう形で取り組んでいくのかと

いうことを、ここにこういう形で記されることの意味は大きいと思います。 

 さて、29 ページから 31 ページにつきまして、委員の方から一言ずついただいて、進めさせ

ていただきたいと思いますがいかがでしょうか。 

【委員】 

 基本的にこの記述で良いと思いました。文章化するのが難しいところもありますが、よく

まとめられていると思いました。また、通学路の見直しや統合において、安全面に配慮する

ということが入れられていると良いと思いました。以上です。 

【委員】 

 30 ページ「（２）大規模校」の「ア 通学区域の見直し」に、「通学区域を変更することで

対応します」とあり、「通学区域の境界が再開発エリアに近接している場合は」と限定されて

いますが、それ以外の場合は考えないということでしょうか。 

【事務局】 

 限定している訳ではないので、記載内容を見直します。 

【委員】 

 また、通学区域については一時的に変える訳にいかない問題ですので、将来的な推計をも

とに対応しなければならないと思いました。 

【事務局】 

 通学区域の見直しは学務課で担当しており、今もこれから人数が増えそうな学校があり、

検討しているところですが、特に小学校は大きな道を渡らせるのは危ないなど、考慮しない

といけないことが色々ございます。 

先程もお話がありましたが、大規模マンションができると、お子さんが小学校に上がると

いったタイミングで入ってくる方が多く、一時的に増えるのですが、何年かしたら落ち着い

てくるということもありますので、そのような状況を見据えながら、通学区域を考えていか

ないといけないと思っています。 

とはいえ、学校は地域に強く根づいていますので、通学区域の変更に当たっては、先程プ

ロセスのお話もありましたが、丁寧に地域の方に対する説明をしていかなければならないと

あらためて感じた次第でございます。 

【委員】 

 特に付け加えることはございません。「地域とともにある学校づくり」にコミュニティやプ

ロセスについて、きちんと書かれているのでよろしいかと存じます。以上です。 

【委員長】 

 ありがとうございました。 

 例えば京都市では、もともと小中連携や一貫を掲げている学校において、児童が急増した
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地域で６年生を隣接する中学校で受け入れ、一時的に五・四制とする取組を行っています。

従来のような小学校は小学校、中学校は中学校ということを前提にした考え方だけでなく、

今申し上げたような視点も一つの考え方ではないかと思います。 

 小学校が増えたから一時的に中学校に、１年間や２年間の期間だけで、また元に戻るとい

う対応の仕方は対症療法的ですが、区全体として、小・中学校の全体的な計画があるとする

と、新しい義務教育の９年間のあり方を前提にした教育プランが出てくると思います。本委

員会は学校規模等を前提に、10 年間位の視野の中で検討するものですが、今申し上げたこの

先の新しい教育の動き等を踏まえると、検討すべき事項や対応の選択肢もまた出てくるので

はないかということで、付け加えさせていただきました。 

 さて、31ページまでについて、それぞれご意見等いただきましたが、委員会の意見を事務

局に受け止めていただき、精査していただければと思います。全体を通して、委員の皆様か

らお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

【委員】 

 ４回の会議に出席させていただき、また丁寧に話合いを進めていただき大変勉強になりま

した。方針については色々考えられてつくられていますので、とても良いと思います。 

 先程、委員長も仰っていましたが、これから５年 10 年で急に教育の方法も変わる可能性も

あると思います。１人１台タブレット端末が入っただけでも、大きく変わりました。ですの

で、変化も視野に入れながら考えていけると良いと思いました。ありがとうございました。 

【委員】 

 11 ページについても、10 年後の学校別の学級数、児童・生徒数の図があると良いと思いま

した。 

 委員長のお話を伺い、今の時代は色々なことがすぐに変わりますので、私たちも考えてい

く必要があると改めて感じました。 

【委員】 

 私も全体を通して勉強させていただきました。今後取組を進める上で、この方針を一つの

スタートとして次に進めていくという教育行政の手順をしっかり踏まえられているところに

ついても、よろしいかなと思いました。どうもありがとうございました。 

【委員長】 

 ありがとうございました。議事の（３）適正規模を維持していくための取組について、そ

れから全体を通してのご意見をいただきましたので、ここのところで一区切りさせていただ

きたいと思います。 

 

３ その他 

【委員長】 

 本日はここまでとさせていただきたいと思いますが、この後の進め方についてご説明をお

願いいたします。 

【事務局】 

 本日は貴重なお時間をいただきまして、ありがとうございました。今回、４回目を迎えて、

大分方針案が固まってきた状況でございます。本日いただいたご意見につきましても、持ち

帰らせていただいて、きちんと反映できるところを反映した上で、改めて皆様にご提示した

いと考えております。 

 今後の進め方についてですが、また改めて委員長とも調整させていただいた上で、第５回

を開催するのか、また、例えば書面開催といった形がいいのかを含めて、改めてご相談させ

ていただきますので、今後とも引き続きご協力の程よろしくお願いいたします。ありがとう

ございました。 

【委員長】 

 短い開催期間だったのではないかと思いますが、委員の皆様のご協力を得て、ここまで辿

り着くことができました。この間、色々とご面倒なお願い、あるいは無理な発言等々させて

いただいたかと思いますが、葛飾区の皆様にとって、とりわけ子どもたちにとって、次の将
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来を開くようなものが出来上がれば良いと思っています。今お話がありましたように、引き

続きもう少し調整する部分や固めなければいけない部分があると思いますので、また事務局

と相談させていただき、折々に委員の皆様にもご報告をしながら、成案をまとめていきたい

と思っております。委員会としてはここまでということになるかと思いますが、また引き続

きお願いできればと思います。色々なことにつきましてご協力いただき、お礼申し上げたい

と思います。どうもありがとうございました。 

 それでは、これをもちまして本日の学校適正規模等検討委員会を閉会いたします。 

 

４ 閉会 

 

以上 


